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○ 人口減少や高齢化が地域ごとに様々な様相で進行。働き方が多
様化し家族のセーフティネット機能が低下。
→ 地方公共団体が地域の実情に即した住民サービスを維持・

充実させ、地域における社会的なセーフティネットとしての
役割を果たすことが必要不可欠

○ 個人住民税は地域社会の会費的性格（地域社会の会費を住民が
その能力に応じ広く負担を分任するという独自の性格）を有して
いる。
→ 均等割の存在

所得割（比例税率）における低めの課税最低限の設定

○ 社会保障や福祉の制度の適用基準等に、個人住民税における課
税・非課税の別や所得金額等が広く用いられている。
→ 社会保障制度と個人住民税制度が実質的にリンク

○ 個人住民税については、個人所得課税改革の中で税制
のあり方を検討するのみでなく、地方公共団体の財源
の適切な確保という観点が極めて重要。
・ 個人住民税が比例税率であるため、控除方式の選

択による税負担調整効果に制約があることに留意
・ マクロでの財源確保と併せ、税収の地域間格差を

拡大しないことも重要

○ 広く住民が負担すべきであることを踏まえ、納税義務
者数の減少を招かないように留意。

○ 個人住民税制度の検討にあたっては、社会保障制度と
の整合性も念頭に置く必要。

平成 2 8年 1 1月
政府税制調査会

平成27年11月 政府税制調査会＜参考＞「経済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関する論点整理」（個人住民税関係）の概要

■ 地域における社会的なセーフティネットを提供する地方公共団体に期待される役割が一層大きくなっていることを踏まえ、その役割
を十分に果たしていくための住民サービスの財源を適切に確保する観点が極めて重要。

・ 働き方の選択に対して中立的な税制の構築をはじめ、個人所得課税改革を進める上で、個人住民税においても、近年の地方財
政を取り巻く厳しい現状の下、税収中立の考え方を基本として行っていく必要。

・ 個人住民税は、比例税率化を通じて応益課税としての性格がより明確になっていることから、配偶者控除をはじめ諸控除を見直す
場合、税率構造や地方の基幹税としての役割、地域社会の会費を住民がその能力に応じて広く負担を分任するという独自の性格
（地域社会の会費的性格）を踏まえた検討が必要。

・ 税収の地域間格差、納税義務者数の維持及び社会保障制度と個人住民税制度が実質的にリンクしていることに留意が必要。

５． 個人住民税のあり方

経済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関する中間報告(個人住民税関係・概要)
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１ 経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革
わが国の経済社会は近年において著しい構造変化を遂げている。個人所得課税についても、経済社会の構造変化を踏まえた改革を

行っていく必要があるが、平成29年度税制改正においては、喫緊の課題への対応として、就業調整を意識しなくて済む仕組みを構築する
観点から配偶者控除・配偶者特別控除の見直しを行う。その上で、今後数年をかけて、基礎控除をはじめとする人的控除等の見直し等の
諸課題に取り組んでいくこととする。
（1）配偶者控除・配偶者特別控除の見直し

就業調整を意識しなくて済む仕組みを構築するためには、税制、社会保障制度、企業の配偶者手当制度などの面で総合的な取組み
を進める必要がある。
（略）
他方で、配偶者が就業時間を調整することによって、納税者本人に配偶者控除が適用される103万円以内にパート収入を抑える傾向が

あると指摘されている（いわゆる「103万円の壁」）。これについては、配偶者特別控除の導入によって、配偶者の給与収入が103万円を超
えても世帯の手取り収入が逆転しない仕組みとなっており、税制上、いわゆる「103万円の壁」は解消している。それにもかかわらず収入を
抑える傾向が生じる要因として、「103万円」という水準が企業の配偶者手当制度等の支給基準に援用されていることや、いわゆる「103万
円の壁」が心理的な壁として作用していることが指摘されている。生産年齢人口が減少を続け人手不足と感じている企業が多い中、パート
収入を一定の範囲内に抑えるために就業時間を抑える傾向は、最低賃金が引き上げられていくにつれ、更に強まるのではないかというこ
とが懸念される。
このような就業調整をめぐる喫緊の課題に対応するため、所得税・個人住民税における現行の配偶者控除・配偶者特別控除の見直し

を行う。具体的には、所得税の場合、配偶者特別控除について、所得控除額38万円の対象となる配偶者の合計所得金額の上限を85万
円（給与所得のみの場合、給与収入150万円）に引き上げるとともに、現行制度と同様に、世帯の手取り収入が逆転しないような仕組みを
設ける。この給与収入150万円という水準は、安倍内閣が目指している最低賃金の全国加重平均額である1,000円の時給で１日６時間、
週５日勤務した場合の年収（144万円）を上回るものである。
こうした見直しは、働きたい人が就業調整を行うことを意識しないで働くことのできる環境づくりに寄与するものであり、また、人手不足の

解消を通じて日本経済の成長にも資することが期待される。
同時に、配偶者控除・配偶者特別控除について、担税力の調整の必要性の観点から、これらの控除が適用される納税者本人の合計

所得金額に所得制限を設けることとし、国・地方を通じた税収中立を確保する。こうした所得制限は、後述する所得再分配機能の回復に
資するものであるが、その際、所得に応じた税負担の差をなだらかにする観点から、所得控除額を所得に応じて逓減・消失させていく仕
組みとする。今回の配偶者控除・配偶者特別控除の見直しによる個人住民税の減収額については、全額国費で補塡する。
（略）

第一 平成29年度税制改正の基本的考え方

平成29年度税制改正大綱（抄）

平成２８年１２月８日
自 由 民 主 党
公 明 党
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平成31年度分以後の
個人住民税について適用

○ 納税者本人の給与収入が1,120万円以下の場合（合計所得金額が900万円以下の場合）

（万円）

155(90)33
31
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6

3

160(95)

167(100)

175(105)

183(110)

190(115)

197(120)

201
(123)

0

（万円）

201(123)

141
(76)

納税者本人の
受ける控除額

配偶者控除 ※ 配偶者特別控除

※老人配偶者控除の場合、38万円
（現行制度どおり）

納税者本人の
所得制限

見直し前：なし

（配偶者特別控除は、給与1,220万円
（合計所得金額1,000万円）で消失）

見直し後：

給与1,120万円（合計所得金額900万円）から逓減開始し、

給与1,220万円（合計所得金額1,000万円）で消失

（注） 納税者本人の給与収入（合計所得金額）が1,120万円（900万円）超1,220万円（1,000万円）以下の場合でも控除が受けられることとし、控除額が逓減・消失する仕組みとする。
具体的には、納税者本人の給与収入（合計所得金額）が1,120万円（900万円）以下の場合の「控除額」を、納税者本人の給与収入（合計所得金額）が、①1,120～1,170万円
（900～950万円）の場合には、その控除額の2/3、②1,170～1,220万円（950～1,000万円）の場合には、その控除額の1/3とし、③1,220万円（1,000万円）を超える場合には消
失することとする。（控除額は1万円未満切上げ）

○ 今回の配偶者控除・配偶者特別控除の見直しによる平成31年度以降の個人住民税の減収額については、
全額国費で補塡する。

配偶者の給与収入
（合計所得金額）

103
(38)

150
(85)

個人住民税における配偶者控除・配偶者特別控除の見直しについて
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（合
計
所
得
金
額
）

納
税
者
本
人
の
給
与
収
入

配偶者に係る所得制限所得
控除額

（万円）

150
(85)

給与収入
（合計所得金額）

155(90)
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6
3

160(95)
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190(115)
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納税者本人に係る所得制限

給与収入
（合計所得金額）

1,120
(900)

1,170
(950)

1,220
(1,000)

左記の控除額α
（最大33万円）

2
3α

1
3α

00

所得
控除額

（万円）

（万円） （万円）

※ 所得控除額は、１万円未満切上げ

201(123)

配偶者控除 ※ 配偶者特別控除

～103
(～38)

～150
(～85)
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(～90)

～160
(～95)
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(～110)
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(～120)
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(～123)

201～
(123～)

～1,120
(～900)

33 33 33 31 26 21 16 11 6 3 －

～1,170
(～950) 22 22 22 21 18 14 11 8 4 2 －

～1,220
(～1,000)

11 11 11 11 9 7 6 4 2 1 －

1,220～
(1,000～)

－ － － － － － － － － － －

配偶者の給与収入（合計所得金額） （単位：万円）

※ 老人配偶者控除については、納税者本人の給与収入（合計所得金額）が、①～1,120万円（～900万円）の場合、控除額38万円、②1,120～1,170万円（900～950万円）の
場合、控除額26万円、③1,170～1,220万円（950～1,000万円）の場合、控除額13万円、④1,220万円超（1,000万円超）の場合、適用なし。

33

控除額を納税者本人の所得に応じて
逓減・消失させていく仕組み
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１ 経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税改革
（2）今後の個人所得課税改革の方向性

上記の配偶者控除・配偶者特別控除の見直しは、個人所得課税改革の第一弾であり、今後も改革を継続していく。
経済社会の著しい構造変化の中で、近年、結婚や出産をする経済的余裕がない若者が増加しており、こうした若い世代や子育て世帯に

光を当てていくことが重要である。そのため、税制、社会保障制度、労働政策等の面で総合的な取組みを進める必要があるが、個人所得課
税においては、所得再分配機能の回復を図ることが重要であり、各種控除等の総合的な見直しを丁寧に検討していく必要がある。

基礎控除をはじめとする人的控除等については、現在、「所得控除方式」を採用しているが、高所得者ほど税負担の軽減効果が大きい
ことから、主要諸外国における負担調整の仕組みも参考にしつつ、来年度の税制改正において控除方式のあり方について検討を進める。
具体的には、収入にかかわらず税負担の軽減額が一定となる「ゼロ税率方式」や「税額控除方式」の導入のほか、現行の「所得控除方式」
を維持しつつ高所得者について税負担の軽減額が逓減・消失する仕組みの導入が考えられる。
雇用の流動化や、労働者に近い形態で働く自営業主の割合の増加など、働き方が様々な面で多様化している。現在の個人所得課税は、

所得の種類に応じた負担調整の仕組みを採用しているが、人的な事情に配慮を行いつつ、ライフスタイルに合わせて多様な働き方を自由
に選択できるようにすることが重要である。こうした観点から、給与所得控除などの「所得の種類に応じた控除」と基礎控除などの「人的控
除」のあり方を全体として見直すことを検討していく。

老後の生活など各種のリスクに備える自助努力を支援するための企業年金、個人年金、貯蓄・投資、保険等に関連する諸制度のあり方
について、社会保障制度を補完する観点や働き方の違い等によって有利・不利が生じないようにするなど公平な制度を構築する観点から
幅広い検討を行う。

個人住民税については、地方公共団体が提供する行政サービスの財源確保の面で最も重要な税であるとともに、応益課税の観点から
広く住民が負担を分かち合う仕組みとなっていることも踏まえ、制度のあり方を検討していく。その際、個人住民税は、比例税率となってい
るため、控除方式の選択による税負担調整の効果に制約があることに留意する必要がある。
これらの改革に当たっては、個人所得課税の税制全体における位置づけや負担構造のあるべき姿について検討する必要があり、丁寧に

進めていくこととする。

第一 平成29年度税制改正の基本的考え方

平成29年度税制改正大綱（抄）

平成２８年１２月８日
自 由 民 主 党
公 明 党
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○ 我が国における個人住民税は比例税率となっており、この比例税率における所得課税の場合は、負担調整効果
の観点から見れば、①所得控除、③ゼロ税率、④税額控除については、いずれも同じ効果となる。また、②合算分
割課税（２分割）については、そのこと自体による負担調整効果は生じない。

税率

収入

税 額

給与収入の額に税率をそのまま適用した場合

給与収入

税率

収入

軽減額

①所得控除

所得控除Ｙ
収入

軽減なし

②合算分割課税（２分割）

ＹＹ×1/2

ＡＡ

合算分割課税（２分割）においては、
所得控除後の額（Ｙ）の２分の１の額に
係る税額（Ａ）を２倍して税額を算出。

税率

収入

軽
減
額

③ゼロ税率

ゼロ税率

税率

収入

④税額控除

税額控除

軽
減
額

所得課税（比例税率）における負担調整制度の効果（イメージ）
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個人住民税の課税標準の計算

課税対象から除
外することによ
る配慮

所得の区分・種
類に応じた配慮

家族構成や家族
の収入、年齢そ
の他の事情に応
じた配慮

その他の政策
的配慮

二重課税の調整
（外国税額控除
等）

政策的要請を受
けた調整（寄附
金税額控除等）

非課税所得

所得計算上の
控除

・給与所得控除
・公的年金等控除

・退職所得控除

人的控除（基礎
控除、配偶者控
除、扶養控除等）

その他の所得控除
（社会保険料控除、

医療費控除等）

比例税率
税額控除

所得税と同一の計算 （※１）

（※２） （※２） （※２）

（※１） 個人住民税の課税標準は、所得税の計算の例によって算定。
（※２） 個人住民税の人的控除（所得控除）は、所得税の人的控除（所得控除）の範囲内（低めに控除額が設定）とされており、また、政策的な所得控除及び

税額控除は、所得税と比較して限定的。（地域社会の会費的性格をより明確化する観点）

＜個人住民税所得割の計算の仕組み＞

○ 個人住民税の課税標準は、所得税の計算の例によって算定することとされてお
り、給与所得控除や公的年金等控除等の所得計算上の控除は、所得税と同一の計算
となっている。
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収入
に応
じて
適用
の異
なる
もの

就学援助
（横浜市の場合）

【総所得金額等が基準】

児童扶養手当
（妻が死亡した場合）

【総所得金額等が基準】

公営住宅
（家賃算定基礎額）

【総所得金額等が基準】

保育料
【市町村民税所得割額が基準】

収入
に応
じて
比例
的に
負担
が変
化す
るも
の

介
護
保
険
料

協会けんぽの場合
【標準報酬月額が基準】

国民健康保険の場合
【基礎控除後の総所得金額

等が基準】

医
療
保
険
料

協会けんぽの場合
【標準報酬月額が基準】

国民健康保険の場合
【基礎控除後の総所得金額

等が基準】

最大 107,300円／年

172

全額支給
（52,330円／月）

34,400円／月
39,700円

／月
45,400円／月 51,200円／月

16,500円
／月

27,000円／月
41,500円／月

（原則）
入居
不可

（注１） 平成28年８月時点ベースで作成。給与所得者 夫45歳（給与所得のみ）、妻45歳（収入なし）、子６歳（小学校１年生）、子４歳（保育所）のケース。
（注２） 保育料については、妻が就労しており、年収103万円以下の場合。また、生活保護世帯の場合は０円となる。
（注３） 国民健康保険は特別区の平均。「介護保険料」には介護分、「医療保険料」には医療分（基礎分及び後期高齢者支援金分）の保険料（所得割）を計上。

このほか保険料（均等割）（介護分：14,700円／年，医療分：46,200円／年）があり、低所得者対策として7/10、5/10、2/10の３段階の軽減措置がある。

一部支給
（52,310～14,990円／月）

98 256 309 366 441413395 419 447 497

0.79%
（標準報酬月額がベース）

1.39%
（基礎控除後総所得金額がベース）

5.00%
（標準報酬月額がベース）

8.88%
（基礎控除後総所得金額がベース）

収入金額
（万円）

6,000円／月

所得情報（税情報）を活用している社会保障制度等（1/2）

○ 社会保障制度等には収入等に応じて負担が変化するものがあり、これらの制度を運用する地方団体等は個人住民税のか
からない者であっても収入等を把握する必要。

○ 負担額の判断基準として市町村民税所得割額を用いているもの（保育料）や、個人住民税の基礎控除後の総所得金額等
を用いているもの（介護保険料や医療保険料）等がある。

給与所得者のケースのイメージ
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収入金額
（万円）

後期高齢者
医療保険料

所得割額
【基礎控除後の総所
得金額等が基準】

均等割額
【総所得金額等が

基準】

国民健康保
険料
（特別区の場合）

所得割額
【基礎控除後の総所
得金額等が基準】

均等割額
【総所得金額等が

基準】

介護保険

保険料
【課税・非課税の別
や公的年金等収入額

等が基準】

高額介護

サービス費(上限)
【課税・非課税の別
や公的年金等収入額

等が基準】 15,000円／月

2,481円／月

4,530円／年 6,790円／年
22,650円／年 36,230円／年 45,290円／年

23,100円／年13,860円／年
36,960円／年 46,200円／年

4,136円／月 6,617円／月 7,168円／月 8,271円／月 9,374円／月

24,600円／月
37,200円／月

44,400円
／月

4.55%

8.88%
（基礎控除後総所得金額がベース）

80 168 211 240 264 310 434 440153 221

（注１） 平成28年8月時点ベースで作成。夫70歳以上（年金収入のみ）、妻70歳以上（年金収入80万円）、子なしのケース。図表の収入金額は夫の年金収入を示す。
（注２） 後期高齢者医療保険料は、夫婦ともに75歳以上の場合。

9.09%
（基礎控除後総所得金額がベース）

公的年金等受給者のケースのイメージ

※ この他、高齢者における医療費の自己負担割合（国民健康保険、後期高齢者医療）については、個人住民税の各所得控除後の所得金額を利用している。

所得情報（税情報）を活用している社会保障制度等（2/2）

個人住民税均等割の
非課税限度額
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○ 指定都市に住所を有する者の個人住民税所得割の標準税率について、道府県民税は２％（改正前４％）、
市民税は８％（改正前６％）とする。
また、分離課税（退職所得の分離課税を除く。）に係る税率や税額控除の割合等も、原則として、この割

合に合わせて改める。

○ 新税率の適用開始時期は、指定都市の税務システムの改修（所得情報等の提供に係るシステム改修を含む。）

や関係機関への周知に要する期間等を踏まえ、平成30年度分個人住民税からとする。

○ 平成30年度分の個人住民税から税率が変更されるまでの経過措置として、地方税法上の交付金を創設し、
平成29年度及び平成30年度（※）の収入となる個人住民税所得割のうち税率２％相当分を指定都市所在道府県
から指定都市へ交付する。

（※）給与所得に係る特別徴収の方法によって徴収されるもので、平成30年４月及び５月の給与等に係るもの

○ 退職所得の分離課税に係る所得割については、特別徴収義務者の事務負担を踏まえ、当分の間、税率変更
をせず、地方税法上の交付金を創設し、退職所得に係る税率２％相当分を指定都市所在道府県から指定都市
へ交付する。

・ 平成26年度税制改正大綱において、事務移譲にあわせて、個人住民税所得割の税率２％相当分を税源移譲す
ることとされている。

県費負担教職員制度の見直しに伴う税源移譲

権 限 都道府県 指定都市

県費負担教職員の任命権 ○

県費負担教職員の給与等の負担 ○

・ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図
るための関係法律の整備に関する法律（平成26年法律第51
号）により、県費負担教職員の給与等の負担事務等が都道
府県から指定都市へ移譲（平成29年４月１日施行）

退職所得の分離課税に係る所得割の取扱い

税率の変更と新税率適用開始の時期等

税源移譲の経緯
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「市町村民税所得割額」を利用している福祉・教育制度等に係る対応

② 県費負担教職員制度の見直しに伴う税源移譲

ウ 「市町村民税所得割額」を利用している福祉・教育制度等に係る対応

税源移譲後、各地方団体における「市町村民税所得割額」を給付の受給要件や利用者負担の決定等の基準として利用する福祉・教育制
度等においては、指定都市と他の市町村で適用される税率が異なることとなることから、例えば、１月１日現在、指定都市に住所を有して
いた者が、転居等により指定都市以外の市町村で各制度を利用する場合、従前より当該市町村に住所を有している者と比較して、不公平
な取扱いとならないよう、関係省庁における対応を踏まえ、社会福祉部局等と連携して条例等の改正や実務面での準備等の対応が必要と
なること。
また、各地方団体において独自に実施している制度においても、「市町村民税所得割額」を利用している場合は、社会福祉部局等と連携

して、同様の対応を行うとともに、「市町村民税所得割額」とは異なる基準への変更について検討されたいこと。

「平成２９年度地方税制改正・地方税務行政の運営に当たっての留意事項等について」（平成29年1月23日付事務連絡）

A市（指定都市） B市（一般市）

＜市町村民税所得割：８％＞

B市役所
（社会福祉部局等）

＜市町村民税所得割：８％＞

＜市町村民税所得割：６％＞＜市町村民税所得割：８％＞

C県庁
（社会福祉部局等）

転居（1月2日以降）

各
種
給
付
の
申
請

C県

＜イメージ＞

各種給付の申請
＜指定都市の税務部局のおける対応＞

○ 税源移譲前の税率を用いて計算した
市民税所得割額等の提供に係る準備

※ 指定都市の税務部局において、当分の間、税
源移譲前の税率を用いて計算した市民税所得
割額等を情報提供ネットワークシステム及び課税
証明書により提供。

＜都道府県・市町村の社会福祉部局等における対応＞

○ 条例等の改正
○ 実務面での準備
○ 各地方団体において独自に実施している制度について、

「市町村民税所得割額」とは異なる基準への変更を検討
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